
　令和６年６月に、 茅野市から茅野市行財政審議会に 「茅野市国際スケートセンター (NAO ice OVAL)の存廃について」

諮問をしました。

　その背景は、茅野市国際スケートセンター(以下「スケートセンター」という。)は多くのトップスケーターを輩出する一方で、

施設の老朽化、 利用者の減少、 温暖化による営業時間や営業日数の短縮など多くの課題を抱えており、 今後、 施設の老朽

化に対応するためには、 多額の改修費用が必要という現状があります。

　この状況等を、 茅野市行財政審議会で説明を行い、 現地を実際に確認した上で議論を行い、 10月1日に答申をいただき

ましたのでお伝えします。

行財政改革待ったなし！
～持続可能な茅野市であるために～
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問　財政課　行革推進係　☎72-2101 （内線 168）

① 『人口及び税収の減少』 ⇄ 人口推計からの考察

② 『基金の枯渇』 ⇄ 令和６年度中期財政需要推計結果の考察

③ 『税負担の公平性・費用対効果』 ⇄ 現状での維持費と今後の設備投資資金　

④ 『公共性・公益性』 ⇄ 利用者数の減少と温暖化に基づく考察　

⑤ 『民意の確認』 ⇄ 公共施設のあり方に関するアンケートに

   基づく考察

今後は、 この答申を受けてスケートセンターの存廃について検討を進めていきます

存続する場合の条件 （付帯意見）

スケートセンターの現状
　スケートセンターは平成元年に約13億円をかけて建築しました。 建築当初は、 10万人を超える利用者がいましたが、 平

成４年の約14万人をピークに減少を続け、 近年では３万人前後で推移しています。 利用者の状況は、 小学校の授業での

利用と、スケートクラブの子どもたち(市内約120人、市外約90人)がメインユーザーで、一般の利用者はごくわずかです。

　運動公園施設維持管理費は年間約1億7千万円で、 そのうちスケートセンターが占める割合は最も高く、 その額は指

定管理者への委託料で5,200万円(ゴルフ練習場、 プール含)となっています。

　また、 温暖化の影響を大きく受ける屋外のスケートセンターのため、 解氷や降雨によってリンクが使用できない状況

も発生しています。 現在稼働しているリンクを凍らせるための冷凍機６台も耐用年数を超過しており、 交換すると１台

あたり約６千万円かかる試算です。

　他にも、 老朽化している施設を今後も維持可能していくためには６億円から11億円が必要です。

　収支も、 収入よりも支出が多い状況となっており、 令和５年度には燃料費高騰分として、 委託料とは別に約617万円

の補助金も茅野市から指定管理者に支出している状況となっています。

判断基準

 ① 税金の増収・市民による市税の増額投入の合意

 ② 目的税などの新たな税負担を市民に課す

 ③ 受益者負担の原則

 ④ 起債 （借金） に頼らない資金調達

 ① 国営化、 県営化、 諏訪広域化による

  運営

 ② 民営化による運営

 ③ 市税を投入しない方法での運営

（1）市による運営の場合 （2）その他による運営の場合

答申内容
茅野市国際スケートセンター（NAO ice OVAL）の存続は難しく、今後原則廃止されること

答申書には、審議会

で出た委員の意見も

付記されていました。

詳細はこちらから確

認できます。

～上半期の追加事業と予算執行状況～ 問合せ　

財政課　財政係　

☎72-2101

（内線164・165）令和６年度　上半期の財政状況
令和６年度の上半期 （４月から９月まで） の財政状況をお知らせします。

一般会計の予算現額は、 ９月までに行った４回の補正により３億４５１４万円

増額し、 前年度からの繰越事業分を含め３１４億４７１６万円となりました。

今年度は物価高騰に係るくらし・経済対策、 児童手当給付事業の制度改正

に伴う児童手当給付金、 災害復旧事業などを追加して実施しています。

また、 上半期の一般会計および特別会計、 企業会計等の予算執行状況と市

債および市有財産の状況は、 以下のとおりです。
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 会     計     区     分 予    算    額 収   入   済   額 支   出   済   額

一    般    会    計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

水道事業会計

下水道事業会計

市債の状況

市有財産の状況

区 分 市有財産

土地

山林

建物

区 分 市有財産

車輌

基金 50億7326万円

120台

出資金など 3億9399万円

一般会計執行状況

2万3074㎡

170万7662㎡

26万2762㎡

３００億円

250億円

200億円

150億円

100億円

50億円

総  額  360億8439万円

水道事業会計

12 億

1643 万円

下水道事業会計

89 億

3123 万円

一般会計

259 億

3673 万円
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支出済額　１３７億４３６４万円

　　　　　　　（執行率  ４３.７％）

予算額

うち支出済額

（億円）

市民一人あたりの市税負担額　９万3342円 （令和６年９月３０日現在）
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市債

収入済額　１５2 億４139 万円

　　　　　　　（執行率　４8.5％）

予算額

うち収入済額

（億円）

令和６年度上半期  追加した主な事業

金　額

９億６５１７万円

１億８３７０万円

１４６０万円

児童手当給付事業

災害復旧事業

項　目

物価高騰に係るくらし・経済対策

令和６年度上半期  令和７年度に見送った事業

金　額

１１億６０４９万円

項　目

永明小中学校建設事業

314億4716万円

57億2141万円

10億5075万円

67億7216万円

16億9395万円

23億759万円

28億5217万円

42億2485万円

45億4612万円

65億3244万円

16億8622万円

445億716万円

462億7230万円

152億4139万円

20億8071万円

4億2156万円

25億227万円

6億1262万円

12億7523万円

18億8785万円

6億3272万円

203億250万円

48.5%

36.4%

40.1%

36.9%

36.4%

45.0%

41.9%

37.5%

45.6%

137億4364万円

19億4272万円

3億9738万円

23億4010万円

3億2660万円

8億6066万円

11億8726万円

3059万円

175億3583万円

43.7%

34.0%

37.8%

34.6%

17.0%

25.5%

22.3%

1.8%

37.9%
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